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はじめに1
　低耐荷力管推進工法の登場から27
年、需要の減少などから低迷が続いて
いる。
　本書では、現在の低耐荷力管推進工
法、ここまでの軌跡（過去）について
述べ、未来を予測してみたい。

現在2
2.1　分類
　「推進工法用設計積算要領」（2013
年改訂版）における低耐荷力管推進工
法の分類である（図−1）。
　次に、「推進工事用機械器具等損料
参考資料」（2014年度版）に記載され
ている工法名と機種名を示す（表−1）。
　現在、方式別に設計積算方法や適用
範囲が異なり、工法や機種別に適用条
件、機械器具名称、耐用年数（距離）
および損料等が異なっている。
　また、日本下水道協会規格では、下
水道推進工法用硬質塩化ビニル管につ
いて、表−2のように記載している。
2.2　方式別の適用範囲
　「推進工法用設計積算要領」では、
方式別に適用範囲を設定している。主
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方式名 工法名 機種名

圧入式スクリュ排土方式

スピーダー工法 SR-18S
SR-50S

パイパー工法
パイパー2000
パイパー Jr
パイパー C60

DRM工法 MVP401
MVP201

エビーモール工法 EB-1500
EB-2000

アトラス・コンドルⅡ工法

圧入式泥水排土方式 スピーダーPAS工法

SR-30FT
SR-30KM
SR-50S
Sモール1500

オーガ式
エンビライナー工法 呼び径により2機種に分離
アイアンモール工法 TP50S

泥水式

ユニコーン工法 DH-ES

アンクルモールV工法

HT-400kN
MM-650kN
MC-1,200kN
M3-400kN
M3-1,500kN

泥土圧式
エンビライナー工法 呼び径により2機種に分離

アイアンモール工法 TP40SCL
TP-60S

表−1　低耐荷力管推進の工法と機種

図−1　低耐荷力管推進工法の分類
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なものを抜粋する（表−3〜7）。
　これらは、低耐荷力管推進工法の設
計積算に必要であり、とりわけ工法選
定には不可欠なものである。
　しかし、工法選定にはこれらだけで
は不十分である。同じ方式にも複数の
工法があり、一つの工法にはいくつか
の機種があって、それぞれの適用範囲
が異なっているため、最終的には方式
だけではなく、工法と機種まで辿り着か
なければならない。そのため、これら
の表はあくまで目安であり、実際の工法
選定では、これらの数値の正確性も含
めて、工法の成り立ちや仕様などの詳
細検討が必要である。

過去3
3.1　小口径推進用塩化ビニル管
　1980年代には、60とも80ともい
われる小口径管推進工法が競合してい
た。そのなかで推進用管材にも様々な
ものがあった。鉄筋コンクリート管、鋼
管、陶管、強化プラスチック管etc…
　塩化ビニル管は、下水道管きょとして
の優れた特性から、開削における小口
径管としては主流だった。これを推進す
ることは自然な流れだった。
　ただ、開削用の塩ビ管は管厚が薄く、
推進方向の耐荷力が同じ呼び径の推進
用鉄筋コンクリート管の1/3程度しかな
く、推進可能延長が短いという欠点が
あった。
　これを改善するには2つの方法があっ
た。第一は、管厚の厚い推進専用管を
開発すること。塩化ビニルの材料強度
は鉄筋コンクリートより大きく、同じ強
度を得るための管厚は小さくできる。第
二は、開削用の塩ビ管でも長距離推進
できるような施工方法を開発すること。
これは、第一の方法に比べて、経済性
や材料の入手に優れていた。

表−2　推進管の種類

表−3　方式別の適用可能な呼び径

表−4　方式別に適用可能な管種、管長

表−5　方式別適用土質

表−6　方式別上限地下水圧


